




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































！930 1932 1934 1936 1938 1940
（注）1）利益率以外は1932年を100とする指数。
　　2）利益率は最大7鉄鋼会社（U．S．　Stee1，　Bethlehem　Steel，　Republic
　　　Steel，　Jones　＆　Laughlin　Steel，　National　Steel，　Youngstown　Steel　and
一53一
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　　　Tube，　Inland　Stee1）の利潤（禾1』子・所得税控除前）を総資産額で割ったパ
　　　　ーセンテージ。上記7社は1938年でみてアメリカの粗鋼生産能力の75．7％
　　　　を占める（Temporary　National　Economic　Committee，　Hearings，　pt．
　　　31，　P・　17615）e
　　　3）賃金率は鉄鋼業時間当り平均賃金。
　　　4）労働生産性は1人時間当り鋼鉄生産量。
（資料）1）利益率：G．G．　Schroeder，　The　Groωth　oプMの07　Steel　Compa．
　　　　nies，　1900－1950　（Baltimore，　1953）　pp．　216－23．
　　　　2）生産量，卸売価格，鉄鉱石価格：Sta・tistical　Abstract　o∫the　Unit－
　　　　ed　States．
　　　　3）賃金率：Woytinsky　and　Associates，　op．　cii．，　P．591；U．　S’．　Depart－
　　　　ment　of　Labor，　Bureau　of　Labor　Statistics，　Bulletin，　No．694，
　　　　vol．2　（1942）　p．　22．
　　　　4）労働生産性：Histori’cal　Statislics　of　the　United　States（砂．　cit．）
　　　　p．　600．
理部門であるとを問わず，操業率の低下とともに大きく増大してい．〈事実が
明瞭に示されている。こうした点をふりかえってみれば，単位製品当りの減
価償却費だけでなく雇用コストも，生産量に強く規定されて変動する事情に
あったことが明瞭となろう。
　他方，製品価格は図3にみるように，33年まで下落，34年に急騰，35年と
36年は横這い，37年に急騰，38年はほぼ横這い，そして39年と40年はわずか
ながら低落，という推移をたどった。この価格の推移を規定した第1の要因
は明らかに賃金率の変化であった。同図が示すように，33年までの価格の下
落は賃金率の低落に見合っており，34年と37年の価格の上昇も賃金率の上昇
に見合っている。これに対して，39年の価格低下は労働生産性の上昇を，そ
して40年のそれは労働生産性の上昇と鉄鋼石価格の低下を反映したものとみ
　　　　　　　（19）ることができる。
　だが，このように賃金率，労働生産性（技術水準）および原料価格の変化
（19）ただし，労働生産性の変化は技術水準の変化を反映すると同時に，操業率の変動を
　も反映する。操業率が高まれば，技術水準に変化がなくても労働生産性も高まる。労
　働生産性指数の変化だけからでは，それがいずれの理由によるものであるかを判別す
　ることは困難であるが，標準原価に影響するのは技術水準の変化にもとつく労働生産
　性の変化だけだと考えるべきであろう。
一54一
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表16U．　S．スティールの売上1ドル当りの費用および利益の変化（1936，37，38年）
1936 1937 1938
売上高（百万ドル）
売上1ドル当り費用　（セント）
　流通・管理部門経費
　減　価　償　却・滅　耗　費
　そ　　　　　の　　　　　他
　合　　　　　　　　計
売上1ドル当り利益　（セント）
　営　　　業　　　利　　　益
　そ　　　　　の　　　　他
　合　　　　　　　　計
1，loo
8．16
6．05
80．90
94．l1
5．89
0．17
6．06
1，396
8．00
4．27
78．73
91．00
9．oo
O．29
9．29
767
12．66
　6．42
81．20
100．28
一〇．28
0．73
0．45
（資料）Temporary　National　Economic　Committee，　Hearings，　pt．31，　pp．1776フ
　　一68．
が製品価格の変化によって吸収されたのと対照的に，操業率の変動による間
接費負担の変化が価格に反映した痕跡はほとんどどこにもみいだせない。し
たがって，鉄鋼業企業の費用価格関係は当然，生産量ないし操業率の変動に
よってその推移を強く規定されることになった。表1．6はU．S．スティール
に？いて，生産量が大きく変動した36年から38年までの間における売上1ド
ル当りのコストと営業利益の変化を示したものであるが，これは上記の点を
明瞭に裏付ける事例といえるだろう。さらに，その結果として，鉄鋼業の利
潤率もまた，主として生産量ないし操業率の変動によってその動向を左右さ
れることになった。さきの図3にはすでに，鉄鋼業の利益率がその生産量と
密接な対応関係をもって推移した事実が示されている。また図4をみれば，
U．S．スティールの利潤率がもっぱら操業率水準に規定され，依存していた
ことも明白となる。これらの事実を顧みるならば，アメリカ鉄鋼業の利潤率
は生産量ないし操業率の単調増加関係として推移したといっても過言ではな
いだろう。
　だが，利潤率の動向が主として操業率（ないし生産量）によって左右され
るというこうした事態は，おそらく鉄鋼業だけに限られたものではなかった
　　　　　　　　　　　　　　　一SB一
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　　図4　U．S．スティールの操業率と利潤率（1920～40年）
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　　　一6　　　　0　20　40　60　80　100　　　　　　　　　　　操　　　業　　　率　（％）
　（注）利潤率は（税引後利潤÷自己資本）×100
　（資料）J．M．　Blair，　Administered　Prices：aPhenomenon　in　Search　of　a
　　　Theory　（The　American　Economic　Review，　vol．　XLJX，　1959）　p．　443．
と考えられる。上述したところがら明らかなように，鉄鋼業の利潤率がもっ
ぱら操業率水準に依存するにいたったのは，鉄鋼製品の価格決定が標準原価
に目標収益を加算するという方式，いわゆる標準原価主義にもとづいておこ
なわれていたからであるが，かかる価格決定方式はさきにもふれたようにア
メリカの独占企業によって広く採用されてきた価格決定方式であって，けっ
して鉄鋼業だけに特殊なものではなかった。そうである以上，独占企業が支
配する他の多くの業種の場合にも，その利潤率が基本的には操業率水準によ
　　　　　　　　　　　　　　　一66一
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って規定された点は鉄鋼業と同様であったと推察できる。鉄鋼業の利潤率推
移について明らかになった事情は鉄鋼業だけに特有なものではなく，むしろ
独占企業が支配する業種に広く共通する事態を代表する事例とみることがで
きるのである。
む　す　び
　われわれは以上の考察によって，1930年代のアメリカにおいて利潤率の動
向を左右していたのは結局のところ需要水準であったという結論に導かれ
る。需要水準の変動は，それに応じて生産量を調整することの困難な競争企
業ではその生産物価格を大きく変動させ，それに応じた生産調節の可能な独
占企業では操業率を大きく変動させt。競争企業と独占企業はそれぞれに，
何よりもまず，こうして生じた価格と操業率の変動によってその利潤率の推
移を強く規定されることになった。30年代を全体として20年代と比較とする
とき30年代の利潤率が全般に低かったのも，30年代の需要水準が，競争企業に
ついてはその生産物価格を，独占企業についてはその操業率を，20年代の水
準にまで高めるに足りなかったという事実によるところが大きいであろう。
　それを念頭において考えれば，賃金の上昇をもって低利潤と低蓄積の原因
とした反ニュー・ディール派の認識が誤りであったことは明白であると思わ
れる。低利潤はたしかに低蓄積の一因ではあったとしても，高賃金が低利潤
の原因であったわけではない。もともと賃金は，個別企業にとってはコスト
要因でしかないにしても，社会的には需要の重要な構成要素となるものであ
って，もし賃金が抑圧されれば，それは消費需要の伸びを抑え，総需要の増
大をおしとどめることによって，利潤の回復をいっそう妨げる結果をさえも
たらしたと考えられる。当時の現実の経済構造を前提するかぎり，単なる賃
金の抑圧は利潤増大という目的にとってけっして合目的的な手段ではなかっ
たといわねばならない。
一57一
